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序 文 

 

 

 日本国政府は、フィリピン国政府の要請に基づき、リサイクル産

業振興計画に係わる調査を実施することを決定し、独立行政法人国

際協力機構がこの調査を実施いたしました。 

 

 当機構は、平成 18 年 7 月から平成 20 年 2 月までの間、株式会社

エックス都市研究所環境開発本部の杉本聡氏を団長とし、調査団を

現地に派遣いたしました。 

 

 調査団は、フィリピン国政府関係者と協議を行うとともに、計画

対象地域における現地調査を実施し、帰国後の国内作業を経て、こ

こに本報告書完成の運びとなりました。 

 

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好・

親善の一層の発展に役立つことを願うものです。 

 

 終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心よ

り感謝申し上げます。 
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伝達状 
 

2008 年 2 月 
独立行政法人国際協力機構 
理事 永塚 誠一 殿 
 
 「フィリピン国リサイクル産業振興計画調査」（実施期間 2006 年 7 月～2008 年 2 月）は、

独立行政法人国際協力機構の開発調査として、以下に示す目的の達成に向けて、フィリピ

ン国のカウンターパート機関との協力のもと、実施して参りました。 
 
（１） フィリピン国におけるリサイクル産業振興に向けた具体的な政策実施の指針となる

行政計画（マスター・プラン）及び行動計画（アクション・プラン）を策定し、カ

ウンターパート機関である貿易産業省投資庁（DTI/BOI）の政策強化を行う。 
（２） 政策の実効性及び具体的な効果を検証するためにマスタープランに示されている主

要な政策に係るケース・スタディを実施する。 
（３） 上記の活動をカウンターパート機関と共同で行うことを通じて、政策立案・執行能

力の強化及びリサイクル産業振興に向けた公共・民間・市民のパートナーシップの

構築を図る。 
 
ここに、所定の調査を無事完了し、その結果を最終報告書として貴機構に提出すること

をご報告致します。 
当調査の実施にあたりましては、貴機構経済開発部第二グループ資源・省エネルギー･チ

ーム、貴機構フィリピン事務所、在フィリピン共和国日本大使館を初めとして、関係機関

の方々より多大なるご助力を頂きましたことを感謝申し上げます。 
当調査の結果及び調査の遂行を通じて実施してきた技術協力が、今後のフィリピン国に

おけるリサイクル産業振興に役立つとともに、今後の同国の持続可能な発展及びフィリピ

ン国とわが国のより一層の協調・親交に資することを願い、ここに調査の完了をご報告申

し上げます。 
 

フィリピン国リサイクル産業振興計画調査 
調査団総括 

株式会社エックス都市研究所 
国際環境グループ長 

杉本 聡 
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序章  

11  調調査査のの背背景景とと目目的的  

 

フィリピン国において、2001 年 1 月に公布された「生態的廃棄物管理法（Ecological Solid 

Waste Management Act of 2000: RA9003）」は、市民の健康及び環境の保全を確かなものとし、

かつ資源の最大限の有効利用を適切な方法で図るために、廃棄物の発生から収集、処理、

最終処分のあらゆる段階で、焼却処理を行わずに廃棄物の減量化を推進することを宣言し

ている。このための努力は、発生源における発生抑制から、再利用、リサイクル、コンポ

ストまで、幅広い手段に及ぶことが示され、固形廃棄物管理の一義的責任を負う地方政府

（Local Government Unit: LGU）を中心として、中央政府、市民、NGO 及び民間企業との協

力のもとに、共通の目標に向けて取り組むことが求められている。RA9003 に基づいて LGU

によって策定されることが規定されている「地域固形廃棄物管理計画（Local Government 

Solid Waste Management Plan）」では、同法の施行後 5 年以内に、最終処分施設に持ち込まれ

る廃棄物量を、再利用、リサイクル、コンポスト等の手段を通じて最低限 25％転換（divert）

させるための実施計画を含めることが求められている。 

このような包括的かつ意欲的な RA9003 の公布を受け、地方レベルの「バランガイ

(Barangay)」と呼ばれる住民自治組織や自治体においては、分別排出を基本とするコミュニ

ティ・ベースでのリサイクル資源回収システムの整備が着々と進められ、様々な地域で成

功を収めつつあり、このようなシステムが面的な広がりを見せつつある地域も現れてきて

いる。 

一方、このように回収されたリサイクル資源を再利用あるいは再資源化する産業につい

ては、対象品目及び地域によって発展状況が大きく異なっており、国内におけるリサイク

ル資源市場も国際的な資源需要や資源価格の動きによって大きく影響を受ける不安定な状

況にあり、国内における安定的な資源循環システムの構築にはまだ至っていない。国内に

おけるリサイクル資源の流通状況も、中小規模のリサイクラーの果たす役割が相対的に大

きく、E-waste と呼ばれる廃家電製品については、その流通に不透明な部分が多いため、国

内における資源循環システムを形成するためのベースとなる国内でのリサイクル資源の流

通量に係る情報・データが得られないことも、国内におけるリサイクル資源市場の不安定

要因の一つとなっている。また、中小規模のリサイクラーの多くは、いわゆるインフォー

マルな形で事業を実施しているケースが多いため、資源利用効率や周辺環境対策、労働環

境の面でも問題を有するものが少なからず存在し、「環境の持続性」や「資源利用の効率化」

という側面では改善すべき点も多く見られる。 

RA9003 に規定されている「国家固形廃棄物管理委員会（National Solid Waste Management 

Commisson: NSWMC）の中心的メンバーの一つでもある「貿易産業省投資庁 (Department of 
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Trade and Industry - Board of Investments: DTI-BOI)」は、国内におけるリサイクル産業及び市

場の形成・拡大に関連して、「国内におけるリサイクル資源市場のインベントリー（Inventory 

of Existing Markets for Recyclable Materials）の作成及び市場拡大のための方策の検討」、「リ

サイクル資源及びリサイクル製品基準（Product Standards for Recyclable and Recycled 

Materials）の検討」、「リサイクルや再利用を推進するための容器包装等の製品表示システム

を含むエコラベリングシステム等、国内におけるリサイクル産業振興のための各種政策措

置の検討」を行うことが、同法においても規定されている。 

このような RA9003 の執行に資する「リサイクル産業振興」に向けた具体的な施策策定・

実施を推進するために、DTI-BOI は、国際的に 3R（Reduce、Reuse、Recycle）イニシアティ

ブを提唱し、市民や産業界と連携したリサイクル資源利用システムの構築に多くの経験を

有するわが国に対して、支援を要請した。この要請を受け、我が国では、2005 年 10 月にプ

ロジェクト形成調査を実施し、フィリピン国におけるリサイクル産業の実態把握、課題の

抽出を行い、プロジェクトの必要性及び妥当性を確認し、2006 年 4 月に I/A（Implementing 

Arrangement）を署名(通常の S/W に相当する合意文書)を行った。この I/A を踏まえ、当調

査は以下に示す目的のもとに実施されるものである。 

(1) 「生態的固形廃棄物管理法（RA9003）」に基づいてリサイクル産業の振興を図るための

基本計画（Master Plan）及び行動計画（Action Plan）の策定を支援する。 

(2) 基本計画及び行動計画の実施可能性を検討することを目的とし、ケース・スタディを実

施する。 

(3) リサイクル産業振興の担い手となる貿易産業省投資庁（DTI-BOI）のキャパシティ・ディ

ベロップメントを本調査の実施を通じて図る。 

 

22  調調査査のの範範囲囲  

調査の範囲は、2006 年 4 月に署名された I/A（Implementation Agreement）に基づき、以下

の表に示すものとした。 

調査の範囲 

調査対象地域 フィリピン国全土 

カテゴリーⅠ 古紙（新聞紙、段ボール、雑誌等）金属スクラップ(鉄、

アルミ)、ガラス瓶、プラスチック（PET、HDPE、LDPE、

PVC、PP、PS） 

調査対象とするリサイク

ル資源 

カテゴリーⅡ 携帯電話用蓄電池、パーソナル・コンピューター、テレ

ビ、冷蔵庫 

対象とする産業業種 上記のリサイクル資源を利用する可能性のある産業を原則として全て

含む 
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33  調調査査体体制制  

本調査のフィリピン国側カウンターパートは、貿易産業省投資庁（DTI-BOI）である。ま

た、本調査に対する必要な助言を得るとともに、調査の円滑で効果的な実行支援を得るた

めに、以下の機関の代表者から構成されるステアリング・コミッティーを設置し、調査の

進捗状況の報告、及び調査の進め方に係る検討を行う場とした。 

� 貿易産業省投資庁（DTI-BOI） 

� 環境天然資源省環境管理局（DENR-EMB） 

� 国家固形廃棄物管理委員会（NSWMC） 

� 内務地方政府省（DILG） 

 

 なお、このステアリング・コミッティーは、DTI-BOI の産業政策局（Office of Industrial 

Policy）が議長役および事務局を務めた。 

また、調査の実施内容を具体的に検討する実務組織として、ステアリング・コミッティー

の下に、テクニカル・ワーキング・グループ（TWG）を設置した。TWG についても、上記

と同様の機関からの実務面での代表者及び調査団メンバーによって構成されることとし、

DTI-BOI が議長及び事務局を務めた。また、TWG は、必要に応じて上記以外の政府機関、

地方政府、民間（業界団体等）、NGO 等からの代表者を特別メンバーとして迎えることの

できる柔軟な組織とし、公民のパートナーシップによる当調査の実務面での効果的な運営

を図ることとした。 

 

調 
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1. フィリピン国におけるリサイクル政策・措置の現状 

11..11  フフィィリリピピンン国国基基本本情情報報  

正式国名 フィリピン共和国 
1946 年 7 月 4 日独立 

位置・面積 北緯 4 度 23 分～21 度 25 分、東経 116 度～126 度 30 分に位置 
面積は 299,404 km2  

地  勢 南北 1,851 ㎞に広がる約 7,000 の島々で構成される。主な島は、ルソ

ン島、セブ島、レイテ島、ネグロス島、ミンダナオ島など。太平洋火

山帯の上に立地するため、活火山、休火山が多く存在する。 
気  温 年間の平均気温は 30 度前後。6 月～10 月が雨季、3 月～5 月が乾季と

される。 
人口・民族 人口は 8,424 万人（2004 年）。マレー系住民を中心に各人種間の混血

が主流 
言  語 公用語は英語とタガログ語をベースとしたピリピノ語。フィリピン全

土では 80 を越える言語が存在するといわれる。主な言語に、タガロ

グ、セブアノ、イロカノなど。 
宗  教 全人口の 90％以上がキリスト教徒。ローマン・カソリックが主体であ

るが、その他フィリピン独立教会、イグレシア・ニ・キリストなど多

数の宗派が存在する。またミンダナオ地方を中心にイスラム教徒が 4
～5％存在する。 

国旗・国歌 国旗は、1898 年、独立革命指導者の一人アギナルドが香港亡命中に考

案したといわれる。左側の白い三角形は自由をあらわし、その上の 8
光芒は独立運動に立ち上がった 8 州を表す。また、3 つの星はルソン、

ビサヤ、ミンダナオをそれぞれ象徴したもの。上の青縞は平和、真実、

正義を表し、下の赤縞は愛国心と勇気を示す。国歌は、原名 El Himno 
del Nacional Filipino（ピリピノ語で Lupang Hinirang）、現在は National 
Anthem として親しまれている。 

  出典：Philippine Business Handbook, 2006 

 

11..22  フフィィリリピピンン国国のの社社会会経経済済概概況況  

11..22..11  人人口口及及びび人人口口動動態態  

フィリピン国家統計調整局 (The National Statistics Coordination Board: NSCB)の推計によ

れば、ここ数年人口は毎年 2%前後で増大し、総人口は 2005 年に 8,600 万人、2010 年には

9,600 万人に達すると言われている。表 1.2.1に示す通り、周辺のアジア諸国と比較した場

合、フィリピンの人口増加率はマレーシアについで高く、人口密度は最も高くなっている。

国民総生産の成長率が 3.4%台を推移しているフィリピンにとって、2%を超えて成長を続け

る人口圧力は、経済発展にも多大な影響を及ぼしている。また、15 歳未満の若年人口比率

が 37.5%と近隣諸国の中で最も高いため、老年人口比率が低いにもかかわらず、周辺諸国に

比して高い従属人口比率となっている。 
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表 1.2.1  近隣諸国の人口成長の比較 

国名 
人口  

(百万)*1 
人口密度 
(/Km2) *1 

15 歳以下

の人口比

率 (%) *2

人口成長

率 (%)*3
平均 
寿命*4 

(男/女)

乳児死亡率 
(千人の出

生当たり)*5 

妊婦 
死亡率 

(/10 万人)*5 
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 79.9 267 37.5 2.03 65/72 29 200 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 219.8 115 30.9 1.4 65/68 33 230 
ﾏﾚｰｼｱ 24.4 74 33.7 2.44 70/75 8 41 
ﾀｲ 62.8 122 26.3 1.04 69/73 24 44 
ﾍﾞﾄﾅﾑ 81.3 245 33.4 1.4 62/72 30 130 
*1 2003,  *2 2000,  *3 00-05,  *4 2002,  *5 2001  

出典：United Nations (2003), World Population Prospects, 2002 Revision, WHO (2003), World Health Report 2003, 
United Nations (2004), World Urbanization Prospects 2003  

 

人口、経済、政治の中心が首都圏に集中し、地方との格差が開いていることは多くの開

発途上国に見られる現象であり、フィリピンの場合も、マニラ首都圏への一極集中傾向が

見られる。フィリピン国は、全体で 16 の地域（Region）に行政区分がなされており、この

各 Region の下に、州（Province）、その下に市（Municipality）や地方自治体（Local Government 

Unit: LGU）が行政単位として存在し、さらにそれぞれの市あるいは地方自治体のもとに、

バランガイ（Barangay）という自治単位が存在する構造となっている。 

表 1.2.2 に 2000～2006 年の、地域ごとの人口増加の予測を示す。この予測は、2000 年の

国勢調査に基づく、国家統計局のデータから推計されたものである。 

表 1.2.2  フィリピンの人口成長率の予測 

Region 2000  
Census 

2000-2005 
Growth rate

2005-2010 
Growth rate 

Philippines 76,498,735 2.05 1.95 
National Capital Region 9,932,560 1.58 1.37 
Cordillera Administrative Region 1,365,220 2.13 2.08 
Region I-Ilocos 4,200,478 2.08 1.99 
Region II-Cagayan Valley 2,813,159 1.75 1.73 
Region III-Central Luzon 8,030,945 2.15 1.99 
Region IV-S. Tagalog (A: Calabarzon) 9,124,554 2.46 2.22 
Region IV-S. Tagalog (B: Mimarop) 2,669,101 2.7 2.61 
Region V-Bicol 4,674,855 1.93 1.92 
Region VI-Western Visayas 6,208,733 1.95 1.94 
Region VII-Central Visayas 5,701,064 2.05 2.01 
Region VIII-Eastern Visayas 3,610,355 2.05 2.02 
Region IX-: Zamboanga Peninsula 3,091,208 2.04 2.01 
Region X-Northern Mindanao 2,747,585 2.12 2.08 
Region XI-Southern Mindanao 5,189,335 1.67 1.63 
Region XII-Central Mindanao 2,598,210 2.34 2.24 
Autonomous Region in Muslim 
Mindanao 

2,412,159 2.37 2.27 

Caraga 2,095,367 1.91 1.9 
   出典：国家統計局 
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11..22..22  政政府府  

(1) 政府・行政 

立憲共和制をとり、1987 年憲法の定める政体の概要は次の通りである。 

行政府の長たる大統領は国民の直接選挙によって選出され、任期は 6 年（再選禁止。副

大統領は、任期 6 年、三選禁止）。大統領が任期途中で死亡、執務不能、ないしは辞任、罷

免された場合には、副大統領、上院議長、下院議長の順で、その代行を行うことが定めら

れている。 

大統領は、その職務を補佐するための内閣閣僚を任命することができる（上下両院議員

による閣僚ポスト兼職は禁止）が、任命に際しては、上下両院任命委員会（Commission on 

Appointment）の承認を得なければならない。閣僚の数については特に定めはないが、現ア

ロヨ政権では、50 名程の閣僚が内閣を構成している。 

主な大統領の権限としては、行政権、国軍統帥権及び戒厳令発動権、条約締結権、法案

拒否権、裁判官任命権などがある。また、その人事権は中央政府の閣僚のみならず、地方

自治長官を通じて、地方政府の首長にまで及ぶと言われており、この点ではアメリカ大統

領よりも強大である。しかし、こうした諸権限には議会等による種々の制約が設けられて

もいる。 

(2) 地方制度 

1987 年憲法及び 1991 年 10 月 10 日付の地方自治法（The Local Government Code of 1991）

に基づいた地方行政制度は次の通りである。 

地方行政は、大きく分けて州（Province）、市（City）・町(Municipality)そしてバランガイ

(Barangay、最小の行政単位)の三層からなる。州は、市及び町から、市及び町はバランガイ

から構成されている。但し、市は一般的な市（Component City）と、州の監督を受けない独

立構成市（Independent Component City）及び高度都市化市（Highly-Urbanized City）の 3 つ

の形態に分類できる。州（Province）の数は、2005 年現在 79 州である。州には、州知事、

副知事のほか、州議会（Sangguniang Panlalawigan）が置かれている。 

市（City）は、2004 年現在 119 市である。地方自治法によると、町あるいはバランガイの

集合体が市あるいは独立構成市として認められるためには、（1）財務省により、連続する 2

年間の平均歳入が少なくとも 2,000 万ペソと認められること、（2）土地管理局より、土地面

積が少なくとも 100 ㎞ 2以上あると認められること、（3）国家統計局より、人口が少なくと

も 15 万人と認められること、が要件となる。他方、高度都市化市として認められるために

は、（1）同 5,000 万ペソ、（3）同 20 万人、が要件となる。更に高度都市化市として認めら

れると、当該市の市民は州知事及び州議会議員等の州政府関係者に対する選挙権はなくな

ることとなる。市には、市長・副市長のほか、市議会（Sangguniang Panlungsod）が置かれ

ている。 

町（Municipality）は 2005 年現在、1,610 である。町には町長、副町長の他、町議会
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（Sangguniang Bayan）が置かれている。バランガイの数は、2005 年現在、42,000 に上る。

バランガイには、公選のバランガイ・キャプテン（最新の地方自治法ではタガログ語で

Punong Barangay とされている）及びバランガイ議会（Sangguniang Barangay）が置かれてい

る。この他、マニラ首都圏には、首都圏議会（Metropolitan Manila Sangguniang Bayan）があ

るが、これは立法機能を有しておらず、メトロ・マニラ地区の行政機能を担当しているマ

ニラ首都圏開発庁（Metro Manila Development Authority）への勧告機関に留まる。また自治

地域（Autonomous Region）として、ミンダナオ島スルー、タウィ・タウィ、南ラナオ、マ

ギンダナオ、バシランの 5 州及びマラウィ市で構成されるムスリム・ミンダナオ自治地域

（ARMM）が存在する。また、ルソン島北部中央のアブラ、ベンゲット、イフガオ、カリ

ンガ、アパヤオ、山岳州の 6 州が、コルディレラ自治地域（CAR）として認定されている。 

11..22..33  経経済済  

(1) マクロ経済 

アジア経済危機後、毎年 3%台の実質経済成長率に低迷してきたフィリピン経済は、2002

年以降 4%～6%台の成長率を確保するまでに回復した。産業分野別に見ると、2002 年度に

おいては、鉱工業が天然ガス等の増産による予想以上の成長（3.9%）を達成したことが寄

与している。2003 年度は、GDP の 5 割を占めるサービス産業において 5.8%成長を達成し、

政府予測通りの実質 GDP 成長率 4.5%となった。2004 年度及び 2005 年度については、原油

価格の高騰とインフレ率の上昇が景気に悪影響を与えることなく、それぞれ 6％及び 5.3％

の実質 GDP 成長率を達成している。 

国家経済が順調な回復基調を示している一方、財政赤字の拡大、投資の落ち込み、失業

率の高止まり、金融機関の不良債権問題等、政府が抱えている構造的な社会経済的な問題

の解決に目鼻はついていない。GDP の 8 割を占める民間消費が海外出稼ぎ労働者（Overseas 

Filippino Workers: OFW と呼ばれる）からの莫大な送金（2005 年度 100 億ドル突破との予測

も）に支えられていることは、国内に主たる産業が育っておらず、優秀な国内人材が海外

流出していることの裏返しでもある。零細・中小企業（裾野産業）の育成強化に取り組み、

供給側の生産性向上を図ろうとしている政府の経済政策の効果が期待される。失業率は対

象期間を通して 11%台後半でありほとんど改善されていない。 

表 1.2.4  2002 年から 2005 年までの経済状況 
 2002 2003 2004 2005 

実質 GDP 成長率 (%) 4.5 4.5 6.0 5.3
農林水産業 3.9 3.2 4.9 3.0
鉱工業 3.9 3.5 5.2 4.7
サービス業 5.1 5.8 7.1 6.6
経常収支 (100 万ドル) 4,383 1,396 2,080 2,499
輸出額 (100 万ドル) 3,5208 36,231 39,598 41,223
輸入額 (100 万ドル) 35,427 37,497 40,297 44,910
貿易収支 (100 万ドル) -219 -1,266 -699 -3,687
BOI 投資許可額 (100 万ペソ) 8,815 8,349 127,889 
EZA 投資許可額(100 万ペソ) 22,796 24,923 41,537 
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 2002 2003 2004 2005 
SBMA, CDC 投資許可額 (100 万ペソ)  14,437 739 4,469 
インフレ率 (%) 3.1 3.1 6.0 7.6
失業率 (%) 11.4 11.4 11.8 11.9
ペソ対ドルレート (年平均値) 51.06 54.20 56.04 55.70

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 

 

表 1.2.5  近隣諸国とフィリピンとのマクロ経済の比較 
国名 指標 2000 2001 2002 2003 2004 

フィリピン 人口 (100 万) 78.4 80.1 81.8 83.5 85.0
 GDP (US ドル) 75.9 72.0 78.0 80.6 82.8
 GDP 一人当たり (US ドル) 968 899 953 965 974
 GDP 成長率(%) 4.4 3.0 4.4 4.5 6.1
 産業成長率(%) 32.3 32.4 32.5 32.3 32.0
 インフレ率 (%) 4.4 6.1 3.1 3.5 5.5
 失業率 (%) 10.1 9.8 10.2 11.4 11.8
タイ 人口 (100 万) 62.4 62.9 63.4 63.9 64.2
 GDP (US ドル) 122.7 115.5 126.8 143.0 156.2
 GDP 一人当たり (US ドル) 1,966 1,836 2,000 2,238 2,433
 GDP 成長率(%) 4.6 2.1 5.4 6.7 6.1
 産業成長率(%) 42.0 42.1 42.7 44.0 44.9
 インフレ率 (%) 1.6 1.6 0.7 1.8 2.7
 失業率 (%)) 2.4 2.6 2.4 2.2 2.1
マレーシア 人口 (100 万) 23.5 24.0 24.5 25.0 25.6
 GDP (US ドル) 90.3 88.0 95.2 103.7 111.1
 GDP 一人当たり (US ドル) 3,843 3,667 3,886 4,138 4,340
 GDP 成長率(%) 8.3 0.4 4.2 5.2 7.1
 産業成長率(%) 50.7 48.2 47.3 48.5 48.9
 インフレ率 (%) 1.5 1.4 1.8 1.2 1.4
 失業率 (%) 3.1 3.6 3.5 3.6 3.5

人口 (100 万) 206.3 208.7 211.1 213.6 218.1
GDP (US ドル) 150 143 173 208 210

インドネシ

ア 
GDP 一人当たり (US ドル) 728 685 820 974 963

 GDP 成長率(%) 4.8 3.3 3.7 4.1 5.1
 産業成長率(%) 46.1 45.6 44.2 43.6 43.1
 インフレ率 (%) 9.6 10.8 7.2 5.1 6.4
 失業率 (%) 6.1 8.1 8.9 9.1 9.6

人口 (100 万) 77.6 78.7 79.7 80.8 82.1ベトナム 
GDP (US ドル) 31.2 32.7 35.1 39.5 45.3

 GDP 一人当たり (US ドル) 402 416 440 489 552
 GDP 成長率(%) 6.8 5.8 7.1 7.3 7.7
 産業成長率(%) 36.7 38.1 38.5 39.5 40.1
 インフレ率 (%) -1.6 -0.4 4.0 3.0 9.5

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 
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(2) 経済計画 

アロヨ 2 期政権における経済計画は、2004 年‐2010 年中期開発計画として発表されてお

り、経済成長と雇用創出を最大課題としてとらえている。そして、雇用創出のための投資

と貿易の拡大に関しては、中国への投資シフト・政府財政赤字問題・治安問題・インフラ

流通網の未整備等がその阻害要因であると政府は認識しているようである。 

表 1.2.6  アロヨ第２期政権による中期経済計画（2004－2010 年） 

マクロ経済指標目標値 
項目/年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

GNP（成長率 %） 5.2-6.0 5.5-6.4 6.5-7.5 6.9-7.8 7.0-8.0 7.2-8.2 7.2-8.2 
GDP（成長率 %） 4.9-5.8 5.3-6.3 6.3-7.3 6.5-7.5 6.8-7.8 7.0-8.0 7.0-8.0 
インフレ率 4.0-5.0 4.0-5.0 4.0-5.0 3.0-4.0 3.0-4.0 3.0-4.0 3.0-4.0 
公的部門財政赤字 
（対 GDP 比%） 

6.7 6.0 5.3 4.6 3.9 3.0 1.0 

輸出 (100 万ドル) 43,058 47,452 52,296 58,204 65,385 74,282 84,309 
輸入 (100 万ドル) 47,157 52,730 58,455 65,336 73,624 83,510 94,691 
失業率（％） 12.1 11.9 11.6 11.1 10.4 9.7 8.9 
ペソ対ドルレート  54-56 55-57 55-57 55-57 55-57 55-57 55-57 

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 

 

 上記の目標達成のための行動計画として掲げられているのは、以下の事項である。 

①中小企業の育成･強化 … (a) 金融支援 (b) 技術指導 (c) 市場開拓支援 

②国際競争力の向上 … (a) 電力料金の切り下げ (b) インフラ整備による流

通コスト (c) 技術力向上と生産性向上 (d) 官僚主

義の排除 

③産業別注力分野の選別 … (a) 高度技術分野（ソフトウエア、コンタクト･セン

ター、ファッション衣料、宝石、医療サービス、自動

車、エレクトロニクス、健康保持） (b) 中級技術分

野（農業、鉱業、観光、ホテル、レストラン、娯楽）

(c) 単純技術分野（建設、SME、零細企業） 

 

(3) 貿易 

1) 概況 

2002～2005 年において、フィリピン国では、アセアン自由貿易地域（AFTA）の進展（地

域経済連携、貿易自由化）をにらんだ生産拠点の再編が進んだ。 

輸出の重要部門であるエレクトロニクス製品は、世界的な IT 不況の影響を受けたことも

あり一時的に伸び率が低下したものの、全体の輸出額の 7 割弱を占める位置に変化はなく、

2005 年度においては 285 億ドルの輸出を達成している。しかし、この分野でも生産の集約

化（選別）が行なわれており、ノート型パソコン、携帯電話事業の撤退等が進んだ。 
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表 1.2.7  2002 年から 2005 年までの主要品目別輸出状況 
(単位：100 万ドル、%) 

2002 2003 2004 2005 
 

金額 構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 
工業製品 26,713 75.9 12.4 27,059 74.7 1.3 30,325 76.6 12.1 32,502 78.8 7.2
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品 24,322 69.1 12.5 24,168 66.7 -0.6 26,646 67.3 10.3 28,504 69.2 7.0
機械・輸送機器 1,511 4.3 23.6 1,841 5.1 21.8 2,373 6.0 28.9 1,834 4.4 -22.7

消費材 3,662 10.4 -3.0 3,522 9.7 -3.8 3,438 8.7 -2.4 3,596 8.7 4.6
衣料 2,306 6.5 0.3 2,179 6.0 -5.5 2,084 5.3 -4.3 2,298 5.6 10.3
家具  316 0.9 6.5 278 0.8 -12 294 0.7 5.8 304 0.7 3.4

食品 1,396 4.0 6.7 1,566 4.3 12.2 1,579 4.0 0.8 1,935 4.7 22.5
天然資源製品 1,720 4.9 6.2 2,201 6.1 28.0 2,509 6.3 14.0 1,837 4.5 -26.8
合計 
(その他を含む) 

35,208 100.0 9.5 36,231 100.0 2.9 39,598 100.0 9.3 41,223 100.0 4.1

出典：JETRO 貿易投資白書, 国家統計局 

表 1.2.8  2002 年から 2005 年までの主要品目別輸入状況 
（単位：100 万ドル、％） 

2002 2003 2004 2005 
 

金額
構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 
工業製品 24,915 70.3 26.9 26,668 71.1 7.0 27,367 67.9 2.6 32,647 72.7 19.3

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品 9,950 28.1 28.4 11,097 29.6 11.5 11,512 28.6 3.7 12,177 27.1 5.8
機械・輸送機器 2,883 8.1 -1.4 30,969 8.3 7.4 3,115 7.7 0.6 3,652 8.1 17.2

消費材 1,371 3.9 2.3 1,509 4.0 10.1 1,617 4.0 7.2 2,014 4.5 24.6
衣料 33 0.1 0.9 33 0.1 -0.9 32 0.1 -3.2 80 0.2 150
家具 47 0.1 8.3 44 0.1 -5.0 43 0.1 -3.3  

食品 2,283 6.4 7.7 2,163 5.8 -5.3 2,409 6.0 11.4 1,935 4.3 -19.7
天然資源製品 5,777 16.3 -1.3 6,242 16.6 8.1 7,392 18.3 18.4 7,742 17.2 4.7
合計 
(その他を含む) 

35,427 100.0 19.9 37,497 100.0 5.8 40,297 100.0 7.5 44,910 100.0 11.4

出典：JETRO 貿易投資白書, 国家統計局 

 

2) 貿易収支 

貿易収支の赤字構造にも変化はなく、対象期間の 4 年間において 2 億ドル～37 億ドルの

貿易赤字を毎年計上している。2003 年度は、輸出の主要品目であるエレクトロニクス製品

などの対米輸出が低迷した一方、中国からの輸入が急増し、貿易赤字が 12 億ドルにまで拡

大した。フィリピンのエレクトロニクス産業は主要部品のほとんどを海外から輸入し、加

工・組立輸出するため、その輸入状況は同産業の先行指標となっている。2004 年度におい

ては、世界的な IT 需要回復でエレクトロニクス製品輸出が増加したものの、原油高による

輸入の増加もあり 7 億ドル弱の赤字に終わっている。2005 年度も最終的に 37 億ドルの赤字

となる見通しである。輸出加工型の業態に変化はなく、輸出の伸び悩み傾向に加え、輸入

依存度の高い原油の国際価格高騰の影響を大きく受けている。 

3) 主要貿易相手国  

国別の貿易を見ると、米国が常に最大の貿易相手国ではあるが、2004 年に初めて日本が

最大の輸出先となり、80 億ドル弱の対日輸出額は前年伸び率で 38％、国別比率では 20％を
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占めている。一方、対象期間中に最も顕著な伸びを見せたのは、対中国貿易である。シェ

アこそまだ小さいものの、対中輸出は毎年 50％超の伸び率を示しており、2005 年度におい

ては、輸出額が 40 億ドル台に達し、国別比率でも 10％を占める模様である。中国では労働

集約的な加工・組立工場の集積が進んでいることから、電子部品・半導体の対中輸出が好

調で、フィリピンから輸出されたエレクトロニクス部品は、中国で最終製品に組み込まれ、

全世界に再輸出されているものとみられている。 

表 1.2.9  2002 年から 2005 年までの主要国・地域別輸出状況 
（単位：100 万ドル、％） 

2002 2003 2004 2005 
 

金額 構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 
日本 5,295 15.0 4.4 5,796 15.9 8.9 7,964 20.1 38.1 7,204 17.5 -9.5
米国 8,570 24.3 -3.2 7,233 20.0 -15.6 6,714 17.0 -7.2 7,401 17.0 10.2
EU25 6,364 18.1 2.5 5,880 16.2 -7.6 6,502 16.4 10.6 5,359 13.0 -17.6
中国 1,356 3.9 70.7 2,145 5.9 58.2 2,652 6.7 23.7 4,068 9.9 53.4
香港 2,359 6.7 48.2 3,094 8.5 31.2 3,139 7.9 1.5 3,338 8.1 6.3
台湾 2,485 7.1 16.1 2,492 6.9 0.3 2,188 5.5 -12.2 1,885 4.6 -13.8
韓国 1,339 3.8 28.0 1,314 3.6 -1.9 1,113 2.8 -15.3    
シンガポール 2,472 7.0 6.4 2,431 6.7 -1.7 2,630 6.6 8.2 2,706 6.6 2.9
マレーシア 1,653 4.7 48.6 2,463 6.8 49.0 2,062 5.2 -16.3 2,457 6.0 19.2
タイ 1,083 3.1 -21.1 1,234 3.4 13.9 1,062 2.7 -13.9 1,168 2.8 10.0
インドネシア 205 0.6 52.0 296 0.8 44.4 386 1.0 30.7    
合計 
(その他を含む) 

35,208 100.0 9.1 36,231 100.0 2.9 395,598 100.0 9.3 41,223 100.0 4.1

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 

表 1.2.10  2002 年から 2005 年までの主要国・地域別輸入状況 
（単位：100 万ドル、％） 

2002 2003 2004 2005  

金額 構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 
日本 7,233 20.4 14.1 7,641 20.4 5.6 7,445 18.5 -2.6 7,646 17.0 2.7
米国 7,281 20.6 27.9 7,399 19.7 1.6 6,583 16.3 -11.0 7,970 17.7 21.1
EU25 2,754 7.8 -5.2 3,016 8.0 9.5 3,298 8.2 9.3    
中国 1,252 3.5 29.2 1,797 4.8 43.6 2,533 6.3 40.9 2,890 6.4 14.1
香港 1,583 4.5 24.7 1,601 4.3 1.2 1,714 4.3 7.0 1,904 4.2 11.1
台湾 1,784 5.0 1.9 1,861 5.0 4.3 2,942 7.3 58.1 3,356 7.5 14.1
韓国 2,754 7.8 32.3 2,401 6.4 -12.8 2,482 6.2 3.4 2,187 4.9 -11.9
シンガポール 2,311 6.5 24.0 2,542 6.8 10.0 3,079 7.6 21.1 3,595 8.0 28.6
マレーシア 1,293 3.6 28.5 1,359 3.6 5.1 1,707 4.2 25.7 1,701 3.8 0.4
タイ 1,052 3.0 16.1 1,361 3.6 29.3 1,507 3.7 10.8    
インドネシア 765 2.2 -1.9 829 2.2 8.4 935 2.3 12.8    
合計 
(その他を含む) 

35,427 100.0 13.3 37,497 100.0 5.8 40,297 100.0 7.5 44,910 100.0 11.4

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 
 
4) 対日貿易 

2004 年に対日輸出が過去最高を記録し、日本が初めて最大の輸出先となった。これは、

対日輸出の約 7 割を占めるエレクトロニクス製品の急増によるところが大きい。中でも、

液晶表示装置の輸出が急増し、電子部品・半導体が対日輸出に占めるシェアを伸ばしてい
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る。 

一方、対日輸入は、電子データ処理機器や電子部品・半導体・自動車部品・機械等主要

品目が軒並み減少した。これは、AFTA の進展に伴い、フィリピン進出日系企業がコスト削

減のため、部品調達先を日本からアセアン域内や中国にシフトしていることが背景にある。 

表 1.2.11  対日主要品目別輸出状況（2002 年－2005 年） 
（単位：100 万ドル、%） 

2002 2003 2004 2005  

金額 構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 
工業製品 4,036 76.4 8.1 4,413 76.5 9.0 6,593 82.8 49.4 5,904 82.0 -10.5
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品 3,380 64.0 6.4 3,642 63.1 7.3 5,608 70.4 54.0 4,844 67.2 -13.6
機械・輸送機器 479 9.1 23.0 563 9.8 17.7 732 9.2 29.9 713 9.9 -2.6

消費材 268 5.1 -10.7 266 4.6 -0.9 243 3.1 -8.6 264 3.7 8.6
衣料 71 1.3 -6.3 62 1.1 -13.1 61 0.8 -0.7 58 0.8 -4.9
家具 20 0.4 -25.7 16 0.3 -21.0 13 0.2 -16.7 12 0.2 -7.7

食品 381 7.2 -2.0 369 6.4 -3.2 392 4.9 6.2 378 5.2 -3.6
天然資源製品 260 4.9 -17.2 297 5.2 14.3 343 4.3 15.5 380 5.3 10.8
合計 
（その他を含む） 

5,280 100.0 4.4 5,769 100.0 8.9 7,964 100.0 38.1 7,203 100.0 -9.6

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 

表 1.2.12  対日主要品目別輸入状況（2002 – 2005 年） 
（単位：100 万ドル、%） 

2002 2003 2004 2005 
 

金額 構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額
構成

比 
増加

率 金額 構成

比 
増加

率 
工業製品 6,560 94.3 15.6 7,278 95.3 6.9 7,022 94.3 -3.5 7,362 96.3 4.8
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品 3,223 46.3 55.2 3,458 45.3 6.8 3,349 45.0 -3.1 2,923 38.2 -12.7
機械・輸送機器 1,167 16.8 10.0 1,220 16.0 3.0 1,119 15.0 -8.3 1,223 16.0 9.3

消費材 96 1.4 14.8 94 1.2 -2.1 96 1.3 2.7 88 1.2 -8.3
衣料 - - - - - - - - -   
家具 11 0.2 59.1 5 0.1 -52.1 2 0.0 -63.2 5 0.1 150.0

食品 8 0.1 30.2 9 0.1 9.8 7 0.1 -22.3 13 0.2 85.7
天然資源製品 175 2.5 -13.0 176.0 2.3 0.0 212 2.9 20.7 126 1.6 -40.6
合計 
（その他を含む） 

6,956 100.0 14.1 7,641 100.0 5.6 7,445 100.0 -2.6 7,647 100.0 2.7

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 

 

(4) 投資 

中期開発計画においては、雇用創出のための施策として、中小企業の育成、インフラ整

備、科学技術力の向上により国際競争力の強化を図るとしている。そして、対内投資の活

発化を図ることが雇用創出の最も大きな誘因となっている。 

1990 年代後半から減少傾向にあった直接投資は、2003 年に底を打ち、2004 年度には 7 年

ぶりに増加に転じている。外国直接投資を国別に見ると、日本と米国からの投資が常に 5

割前後を占めている。しかし、近年韓国からの投資が顕著に増加している。人的移動につ

いても、2005 年度には来訪者数で韓国が日本を抜き、米国に次いで 2 番目となった。フィ
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リピンにおける韓国の存在感は観光分野のみならず、韓国系語学校の急増、韓国電力公社

による発電事業への投資等が積極的に行なわれており、2005 年度も対前年度比大幅増とな

る見込みであるほか、2006 年度以降にも大型造船所投資案件等の計画があるなど今後も増

加傾向が続くものと思われる。 

業種別には、製造業主体に堅調に推移し、2004 年度は前年の落ち込みもあって伸び率で

100％超となり、438 億ペソに達した。しかし、新規投資案件はほとんどなく、すでに進出

済みの企業の拡張投資が主になっている。2005 年は半導体・電子産業への投資が活況で対

前年比 7 割超の増加となっている模様。また、鉱業分野については、エネルギー関連事業

への外資 100％出資を認める鉱業法（RA7942 号）を合憲とする最高裁判断が示されたこと

から増加傾向にあり、政府予測によると 2006 年の鉱業投資は 180 億ペソに達する見込みで

ある。 

サービス産業における 2004 年度の大幅な増加は、コールセンターの設置ブームがあった

こと、BPO・CAD / CAM ソフトウエア開発分野の堅調によるものである。 

表 1.2.13  2002 年から 2005 年までの主要業種別対内直接投資（許可ベース） 
（単位：100 万ドル、%） 

2002 2003 2004  
金額 構成比 増加率 金額 構成比 増加率 金額 構成比 増加率

ガス    1,827 5.4  96,524 62.1 5,182.6
製造業 23,691 51.4 -26.5 20,634 60.7 -12.9 43,836 28.2 112.4
サービス 5,114 11.1 -36.8 4,609 13.6 -9.9 11,196 7.2 142.9
電力 997 2.2  103 0.3 -89.6 2,040 1.3 1872.7
建設 125 0.3 -70.0 2,567 7.5 1,947.3 1,138 0.7 -55.7
金融不動産 564 1.2 -86.5 901 2.6 59.6 291 0.2 -67.7
鉱業 11,589 25.2 326.9 856 2.5 -92.6 230 0.1 -73.2
通信 1,054 2.3 -92.7 1,188 3.5 12.7 0 0.0 - 
輸送 2,054 4.5 60,317.6 192 0.6 -90.6 27 0.0 -86.2
農業 98 0.2 -10.7 25 0.1 -74.2 5 0.0 -79.8
合計 
（その他を含む） 

46,049 100.0 -26.2 34,010 100.0 -26.1 155,509 100.0 357.2

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 

表 1.2.14  2002 年から 2005 年までの国・地域別対内直接投資（許可ベース） 
（単位：100 万ドル、%） 

2002 2003 2004  
金額 構成比 増加率 金額 構成比 増加率 金額 構成比 増加率

日本 17,054 37.0 -25.9 8,841 26.0 -48.2 26,596 17.1 200.8
米国 3,627 7.9 -56.6 10,432 30.7 187.6 9,001 5.8 -13.7
ドイツ 2,555 5.5 666.8 452 1.3 -82.3 1,245 0.8 175.4
英国 618 1.3 -63.6 2,381 7.0 285.3 1,683 1.1 -29.3
オランダ 269 0.6 170.8 3,866 11.4 1,339.4 1,473 0.9 -61.9
韓国 1,345 2.9 -51.5 712 2.1 -47.0 3,260 2.1 357.8
台湾 12,198 26.5 1,895.7 2,554 7.5 -79.1 1,654 1.1 -35.2
香港 134 0.3 -52.1 256 0.8 91.4 1,369 0.9 435.3
シンガポール 1,168 2.5 -92.6 295 0.9 -74.8 1,524 1.0 416.6
オーストラリア 46 0.1 -98.8 986 2.9 2,028.9 170 0.1 -82.7
合計（その他） 46,049 100.0 -26.2 34,010 100.0 -26.1 155,509 100.0 357.2

出典：JETRO 貿易投資白書、国家統計局 
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11..33  法法規規制制  

フィリピンには、2000 年の生態的固形廃棄物管理法（Ecological Solid Waste Management 

Act: RA9003）、大統領令 301、環境天然資源省令 No.1994-28、No.1997-28、No.2004-27、お

よび No.2004-66 などリサイクルに関連する法規制がある。RA9003 は固形廃棄物管理の包括

的なプログラムの下で、リサイクルを促進する枠組みを提供するものとなっている。DENR 

Administrative Orders は危険物質を含むリサイクル可能な材料の輸入の規制が主な対象と

なっている。現在のところ、拡大生産者責任（EPR）を導入する資源別のリサイクル法はな

いが、国家固形廃棄物委員会は、電子廃棄物の EPR に関する DENR 省令（案）を策定して

いる。 

11..33..11  生生態態的的固固形形廃廃棄棄物物管管理理法法（（RRAA99000033））  

RA9003 は、固形廃棄物管理の諸問題に対する総合的な政策フレームワークを提供してい

る。具体的には、制度面の整備、インセンティブの提供、ディーラーの禁止事項や罰則の

規定、また、適切な資金提供を規定している。RA9003 の主な項目を次の表に示す。 

表 1.3.1  RA9003 の主な規定 
分野 主な規定 

制度上のメカニ

ズム 
♦ RA9003 の実施機関として DENR を指定 
♦ 国家固形廃棄物管理委員会の設置 
♦ ナショナル・エコロジー・センターの設置 
♦ 州固形廃棄物管理局の設置 
♦ 市、都市固形廃棄物管理局の設置 

政策的枠組み ♦ DENR の国家固形廃棄物現状報告書の作成 
♦ NSWMC による固形廃棄物管理フレームワークの作成と実施 
♦ 各自治体（LGU）による固形廃棄物管理計画の作成 

特定の活動 ♦ 発生源における廃棄物分別の義務 
♦ 固形廃棄物の収集・運搬に関する最低基準を規定 
♦ リサイクル･プログラムの提供 
♦ インベントリーとガイドライン作成を通じたコンポストの推奨 
♦ 管理型処分場に対するガイドラインおよび衛生処分場のクライテリ

ア提供による環境にやさしい廃棄物処理の推進 
♦ 廃棄物管理・処理・処分施設等に関する諸問題に関するガイドライン

を通じ、廃棄物管理に関する LGU の能力強化 
インセンティブ ♦ 効果的な廃棄物管理を推進するための、LGU に対する報酬、財政的イ

ンセンティブ、財政以外のインセンティブ、財政支援プログラム、

LGUs への補助金の拡大等の提供 
資金 ♦ 固形廃棄物管理基金を設置し、適切な固形廃棄物管理を強化するため

の製品・施設・技術・工程に対する資金、賞およびインセンティブ、

研究プログラム、情報、教育、コミュニケーション、モニタリング活

動にともなう資金、技術支援、能力強化活動を支援する。 
♦ LGUs は、固形廃棄物管理計画の策定準備、施行、実施のために必要

な料金を課すことができる。 
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RA9003 に規定されている生態的廃棄物管理に関する主な関係主体とその役割を以下に

示す。 

表 1.3.2  RA9003 に定義されている関係主体の役割 
関係主体 主な役割 

国家固形廃棄物委員会 
(NSWMC) 

固形廃棄物管理計画の実施を監督し、方針を定めて、条例

の目的を達成する。 
国家エコロジー・センター 
(NSWMC が主管) 

本法令実施のためのコンサルティング、情報、トレーニン

グ、およびネットワークサービスの提供 
環境天然資源省 
(DENR) 

法令実施のための法規制の制定、LGU に対する支援、法令

実施の進捗状況確認 
貿易産業省 (DTI) リサイクル、リユースの促進 
自治体 (LGUs) 各行政区域内における本法令の施行と実施 
 バランガイ 廃棄物の分別・収集（生物分解性物質、コンポスト化が可

能な廃棄物、リサイクル資源等） 
 自治体／市 リサイクルできない物質、特定廃棄物の収集 
 州固形廃棄物委員会 行政区域内の市・自治体の廃棄物管理委員会から提出され

た各廃棄物管理計画に基づく、州レベルでの固形廃棄物管

理計画の策定と実施。 
 市・都市廃棄物委員会 廃棄物の安全・衛生埋め立て処分のための実施計画策定お

よび実施 
 各組合及び協会 法令実施に向けた各活動の実施、コンプライアンスのため

のプロジェクトの実施 
一般家庭、学校、産業、商業、

農業系廃棄物 
廃棄物の分別 

 

また、RA9003 とその実施規則（IRR）は、リサイクル推進に向けた、関係主体の責務を

以下のように規定している。 

表 1.3.3  RA9003 及び実施規則に定義されている各関係主体の責務 
関係主体 主な役割 

国家固形廃棄物管理委

員会 (NSWMC) 
♦ 国・地方の行政機関による環境に適した製品･サービスの購入

推進 
♦ 環境に適さない製品リストの作成及び、固形廃棄物管理情報

データベースを通じた一般公開 
♦ リサイクル製品の市場開拓に関する手順・基準・戦略等の策

定及びそれに基づく国内リサイクル市場の構築。(ナショナ

ル･エコロジー･センター、DTI、財務省と共同) 
ナショナル･エコロ

ジー･センター (NEC) 
♦ 製造業者やリサイクラー、廃棄物排出事業者との協力に基づ

き、有害物質を含有する乾電池やタイヤなどを含むリサイク

ル資源の焼却や埋立地での廃棄を防止するため、個別の収集

システムやドロップ･オフ･サイトの設置などデポジット制や

回収システムの設置・実施を行う LGU を以下のような形で支

援。 
¾ 実現可能なリサイクルプログラム、バイ・バック・セン

ターに関する詳細調査の実施 

¾ 関連条例制定のための LGU との協力 
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関係主体 主な役割 
貿易産業省 (DTI) ♦ リサイクル資源の加工･購入に関する既存の市場およびこれ

らマーケットの拡大に向けた方法に関する調査の公表 
♦ リサイクル資源・リサイクル製品に関する製品基準調査の実

施に基づく、調査結果や作成された基準・ガイドラインの

NEC データベースを通じた公表 
♦ 廃棄物リサイクル･リユース施設活用のための、ISO14024 (製

品基準局)をベースとした容器包装に関するコードシステム

の構築・普及 
農業省 (DA) ♦ 既存市場におけるコンポストの需要と供給に関するインベン

トリーの作成・更新 
♦ 農業省が定める肥料基準達成に向けたコンポスト生産者への

支援 
地方自治体 (LGUs) ♦ 自らの行政区域内で発生したリサイクル資源･回収資源を活

用し、リサイクル製品を製造する施設から、相当量の製品を

購入する長期購入契約を結ぶよう努める 
 バランガイ ♦ リサイクル資源･生物分解性資源、コンポスト、再利用が可能

な廃棄物の収集、分別、リサイクルの実施 
♦ Materials Recovery Facility (MRF)の設置 

家庭、産業、商業、農業

廃棄物 
♦ 生物分解性物質と非生物分解性廃棄物の分別 

 

11..33..22  22000044年年  大大統統領領令令  330011  

大統領令 301 は、全ての政府機関･行政組織に対して、グリーン購入プログラムの作成を

規定している。グリーン購入プログラムの目的は以下の通りである。 

• 政府機関における環境に配慮した購入･使用を促す文化の推進 

• 公共入札における環境に関する基準の採用・推進 

• 環境に優しいサービス･製品の仕様や条件の設定 

• 環境に優しいサービス･製品の供給業者に対するインセンティブの設定 

大統領令 301 に定義される、グリーン購入プログラムにおける関係主体の主な役割を以

下に示す。 

表 1.3.4  グリーン購入プログラム作成のための関係主体の役割 
関係主体 主な役割 

政府機関、行政組織 ♦ 「グリーン調達プログラム」を作成し、2004 年 10 月までに「国

家エコラベル委員会（ELPB）」へ提出する。 
ナショナル･エコラベ

ル・プログラム・ボー

ド(ELPB) 

♦ 各機関の履行状況、パフォーマンスに関する、大統領府への定

期報告 
♦ 製品･サービスの環境配慮に関する第三者認定機関としての役

割 
♦ ELPB が設定した基準に基づく、環境に配慮した製品のリスト

化および定期的な更新 
貿易産業省 (DTI) ♦ エコラベル･プログラム運営のための資金確保 
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11..33..33  有有害害物物質質をを含含むむリリササイイククルル資資源源にに関関すするるDDEENNRR  省省令令    

フィリピンにおいては、DENR 省令 No. 1994-28、No. 1997-28、No. 2004-27、No. 2004-66

が、回収・リサイクル・加工を目的にした有害物質を含むリサイクル資源の輸入を規制し

ている。有害物質を含むリサイクル資源の輸入は、環境天然資源省長官或いは長官代理か

ら書面で事前に許可を得ることにより可能になる。 

(1) 規制物質 

有害物質を含むリサイクル資源の輸入は、表 1.3.5に示す条件を満たしている場合に許可

される。 

表 1.3.5  有害物質を含有するリサイクル資源の輸入条件  
分 類 物 質 条 件 

1. 鉄スクラッ

プ 
a 希少金属或いはその合金を含む鉄

スクラップ 
♦ 金 
♦ プラチナ（イリジウム、オスミ

ウム、パラジウム、ロジウム、

Rathenium を含む） 
♦ 銀 

 b 希少金属及びその関連金属を含む

鉄スラッジ 
 c 再溶融のための鉄スクラップ 

♦ 鋳鉄 
♦ ステンレス 
♦ その他合金 
♦ 鉄板 
♦ タン･削り屑、チップ、ミルスク

ラップなど 
♦ スクラップ 
♦ 使用済み鉄クギ 

 d 非鉄スクラップ・合金 
 e 溶融、精錬、精製工程から排出され

るその他金属 
♦ 有害亜鉛分離機 
♦ 亜鉛含有ドロス（亜鉛めっきド

ロス (>90% Zn); スラブ亜鉛ド

ロス (>92% Zn); 亜鉛ダイキャ

ストドロス(>85% Zn); ホット

ティップ亜鉛メッキドロス 
(>92% Zn)  

♦ 亜鉛スキミング 
♦ 精製工程から排出されるスラグ

 
 
 
 
 
 

♦ 本カテゴリーに含まれる物質

は、放射性物質を含まないこ

と（セシウム (Cs), コバルト

(Co), アメリシウム(Am), ス
トロンチウム(Sr), ランタニ

ド, アクチニド、その他 PNRI
で規定されている物質）。 

♦ 水銀またはその化合物を含ま

ない合金または金属。 
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分 類 物 質 条 件 
 f 鉛バッテリ ♦ 中古鉛バッテリは異物を含ん

でおらず、漏れを防止するた

め適切に梱包されているこ

と。 
♦ バッテリー酸性溶液を処理で

きる施設及び廃棄残渣に対す

る環境に適した処分計画をも

つリサイクル施設のみ、輸入

が許可される。 
a 廃プラスチック 2. 固形プラス

チック b 重合または共重合体 
 c 縮合樹脂 

♦ 分別されていないプラスチッ

ク資源は輸入禁止。 
♦ アスベストなど、微量の有害

物質を含んでいないこと。 
♦ フィリピン国内で適正に処分

できない有害物質を含むリサ

イクル資源は返送されなけれ

ばならない。 
a プリント基板を含んでいる全ての

電子部品 
3. 電子部品･

スクラップ 
b テレビや VCR、ステレオ機器など、

有害物質を含む電子部品 

 

4. 廃油  廃油やオイル残渣など ♦ タンカー･スラッジの輸入は

禁止、廃油は PCBs を含まな

いこと。 
5. フライアッ

シュ 
石炭発電所から排出されるフライアッ

シュ 
♦ Annex1 に規定されており、

AnnexIII に規定されている濃

度を超える石炭発電所フライ

アッシュ（バーゼル条約 B 
B205 に関連記載）は輸入禁

止。 
♦ クリンカーやセメント製造に

使用する場合は、適切な事前

処理が輸出国で実施されてい

ること。 
♦ セメント製造に使用できない

フライアッシュは、発生国に

直ちに返送すること。 
出典：DENR 省令 No. 1994-28, No. 1997-28, No. 2004-27, No. 2004-66.  

 

(2) 規制の概要 

規制の概要は以下の通りである。 

♦ 有害物質を含むリサイクル資源の輸入業者は、天然資源省環境管理局に登録しなく

てはならない。 

♦ 輸入業者は、輸入時に輸入許可（IC）を得なくてはならない。 
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実際にフィリピンに輸入或いはフィリピンから輸出されているリサイクル資源を次の表

に示す。 

表 1.3.6  フィリピンに輸入された有害物質を含む廃棄物（2002-2005 年） 
2002 2003 2004 2005 E-waste 

量 輸出国 量 輸出国 量 輸出国 量 輸出国

中古テレビ   100 MT 日本 1428 pcs. 韓国 66 units 日本 
中古テレビ   900 units 韓国   472 pcs. 日本 
中古冷蔵庫       20 sets 日本 
電子機器・スク

ラップ(中古ﾃﾚ

ﾋﾞ､中古ｴｱｺﾝ) 

  510 + 30 
units 

韓国     

電子機器・スク

ラップ(中古ﾃﾚ

ﾋﾞ､中古ｴｱｺﾝ) 

  200 + 15 
units 

日本     

廃電子機器(周
辺機器を含む

中古PC) 

  230 sets 香港 240 
sets 

韓国 240 
sets 

韓国 

出典：天然資源省環境管理局 

表 1.3.7  フィリピンから輸出された有害物質を含む廃棄物（2002-2005 年） 
2002 2003 2004 2005 E-waste 

量 輸出国 量 輸出国 量 輸出国 量 輸出国

プリント基板

トリミング 
53 MT ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 82 MT ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 200 

MT 
日本 800 

MT 
日本 

プリント基板   360 
MT 

日本     

プリント基板

とその他 
  200 

MT 
日本 200 

MT 
日本 86.5 

MT 
韓国 

プリント基板   382 
MT 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ     

廃電子部品 1.2 MT ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ       
廃電子機器及

び鉄ｽｸﾗｯﾌﾟ 
      400 

MT 
日本 

出典：天然資源省環境管理局 

 

 

11..44  関関連連政政府府機機関関のの活活動動  

11..44..11  国国家家固固形形廃廃棄棄物物管管理理委委員員会会（（NNSSWWMMCC））  

国家固形廃棄物委員会(NSWMC)は、固形廃棄物管理計画の実施を監視し、RA9003 の目

的を達成するための政策を規定する機関として設立された。NSWMC の活動は以下の通り

である。 

(1) 環境に配慮した製品やサービスの購入促進 

国や地方自治体、組織において環境に配慮した製品･サービスの購入を促進するため、関
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係省庁の横断的組織となる「技術委員会（TWC）」を設立し、環境に配慮した製品・サービ

スの選定基準について協議する。 

(2) 「環境的に容認できない（Non-Envoronmentally Acceptable）製品リスト」の

作成 

「環境的に容認できない製品リスト」作成のため、NEA（non-environmentally acceptable）

製品及び容器包装の廃止に向けた省庁横断の技術委員会（TWC）を設置。TWC は以下のメ

ンバーで構成されている。 

♦ 政府機関（DTI、DOST、DENR、DOH） 

♦ 製造･包装セクター、リサイクル業者、環境 NGO を代表する NSWMC の委員 

♦ NGO（クリーン＆グリーン財団、Eco-waste 連合、固形廃棄物管理協会、Zero Waste 

Recycling Movement（ZWRM）） 

DTI と DOST が TWC の共同議長としての役目を担う。TWC の機能は以下の通りである。 

♦ 製品･包装材料を廃止する際の既存規制の調整 

♦ NEA 製品と容器包装材料の選定ための基準／ガイドラインの作成 

♦ 廃止する製品種別ごとの作業部会の設置及び S/W の作成 

♦ ガイドライン策定のための、NSWMC メンバー組織からの専門家協力の取得 

♦ NEA 廃止に向けた科学・環境・技術・経済調査の促進 

♦ 公聴会とコンサルテーションの実施 

♦ 廃止を目指す NEA 製品と包装材料のリスト作成 

♦ 廃止の期限設定 

♦ NSWMC が検討・採用するための NEA 製品及び包装材料のリストとレポートの提出 

NEA 製品に関する第 1 回目 TWC 会合が 2006 年 7 月 7 日に行われ、それ以降、毎月第三

金曜日に会合が開催されている。現在、既存の政策、議会での提案、リストに含むべき NEA

製品の特定作業等が行われている。議会は NSWMC に対し、可能な限り早急にリスト作成

することを求めている。 

 

11..44..22  貿貿易易産産業業省省投投資資庁庁  

（（DDeeppaarrttmmeenntt  ooff  TTrraaddee  aanndd  IInndduussttrryy--  BBooaarrdd  ooff  IInnvveessttmmeennttss：：DDTTII--BBOOII））  

(1) リサイクル資源の市場調査 

DTI には、リサイクル資源の市場調査ならびに市場拡大のための調査を行うことが義務付

けられており、当調査はそれに基づいて実施されたものである。 

(2) リサイクル資源・製品の製品基準に関する調査（BPS-DTI） 

貿易産業省製品基準局（Bureau of Product Standard：BPS‐DTI）は、フィリピンにおける

製品基準の策定と製品の品質評価を実施する機関である。現在、5,200 以上の製品基準があ
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り、2010 年までに合計 10,000 の製品基準を策定する計画である。見直しは 5 年毎である。

現在の製品基準がレビューされる際、リサイクル資源を使用した製品も追加されると思わ

れる。現時点では、スラグを含む混合水硬性セメントと再生紙について製品基準が作成さ

れている。（表 1.4.1参照） 

表 1.4.1  リサイクル製品のフィリピン製品基準（PNS） 
製品 PNS 番号 採用年 備 考 

スラグを含む混合水硬性

セメント 
PNS 69: 2005 2005 ポルトランド粉炭セメント（スラ

グ含有量 1%－70 %）及びスラグ

セメント（最低スラグ含有量

70%）と分類。 
紙、ボード、パルプ（上質

紙、白･色紙） 
PNS 70: 2005 2005 100%リサイクル紙はグレード C

として分類 
 

製品基準のレビューに際しては、貿易／産業団体、政府機関、消費者、研究者、検査機

関等の代表者からなる技術委員会が設置される。製品基準の草案が作成された段階で、パ

ブリック･コメントが 2 ヶ月間募集され、その後技術委員会で集まったパブリック･コメン

トに対する検討がなされる。 

リサイクル製品に特定した製品基準を作成する予定は現在のところ存在しない。製品基

準は主に業界のニーズならびに利用可能な予算に依存している。 

(3) 包装材・製品のコードシステム 

BPS は、ISO 14024 をベースとした廃棄物のリサイクルとリユースを促進するため、包装

材･製品に関するコードシステム策定の責務を負っている。産業セクターのイニシアティブ

により、プラスチック包装材のコードシステムが作成され、製品基準（PNS2038: 2003）と

して認可された。このコードシステムでは、プラスチックを PET、HDPE、PVC、LDPE、

PP、PS、その他の７種類に分類している。 

コードシステムの作成手順は製品基準の作成手順と同じである。プラスチック類以外で

は、紙類のコード化を目指した技術委員会が 2006 年 9 月にスタートしている。 

11..44..33  全全政政府府機機関関  

全ての政府機関が 2004 年 10 月までに、グリーン調達プログラムを策定し、ELPB へ提出

することが義務づけられているが、2006年 8月の時点で提出されたプログラムは全くない。

クリーン&グリーン財団、ELPB 事務局、BOI によると、プログラムが提出されていない理

由は以下の通りである。 

♦ 行政機関では、全ての事務用品が調達サービス局（Procurement Service Bureau, 

Department of Budget and Management）により購入され、各機関に分配されている。

各行政機関が独自に購入できるのは、1,000 ペソ以上の備品やサービスのみである。 

♦ 各政府機関がグリーン調達プログラムを作成する責務が大統領令 301 では明確に示
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されていない。 

しかしながら、DENR と DOST ではグリーン調達プログラムを実施しており、BOI では

グリーン調達方針も策定されている。 

11..44..44  EELLPPBB  

(1) 大統領府への定期報告 

グリーン調達プログラムを提出した政府機関が無いため、ELPB は大統領令 301 に基づく

定期報告をこれまで特に実施していない。 

(2) 環境に配慮した製品･サービスの検証者としての役割 

グリーン・チョイス・プログラム（Green Choice Philippines Program）の下、2006 年 8 月

の時点で 9 つの製品評価基準が ELPB によって認証されている。具体的には、合成洗剤、

ティッシュペーパー、乾電池、ポリエチレン･ポリプロピレン製容器･包装、自動車用エン

ジンオイル、印刷･記載用紙、筆記用具、消火器、ポルトランド･セメントの 9 種類である。

しかし、Green Choice Philippines のロゴの申請を行っているのは、合成洗剤の 2 製品（Surf

と Pride）のみである。クリーン&グリーン財団は、認証製品が限定的なものに留まってい

る理由を次のように説明している。 

♦ グリーン･チョイス･フィリピンが、消費者（政府機関を含む）にあまり知られてい

ないため、企業としてはロゴを取得しても市場でのシェア拡大に寄与しないと判断

している。 

♦ ロゴを申請し、また、取得したロゴを各製品に添付するには多少なりともコストが

必要である。 

グリーン･チョイス･フィリピンへの申請が少ないため、活動資金が不足しており、クリー

ン&グリーン財団が自らの資金をグリーン･チョイス･フィリピン･プログラムに割り当てて

いるが、プログラムを継続していくことが現在は困難なものとなってきている。 

(3) 環境に配慮した製品の認定リストの作成 

合成洗剤の２製品のみがグリーン･チョイス･フィリピンのロゴの承認を受けているため、

環境に配慮した製品のリストを作成していない。前述のように 2006 年 8 月時点で 9 つの製

品評価基準が承認されており、７つの製品基準が TWC で検討中である。TWC によって認

証或いは検証中の 16 の製品カテゴリーを次の表に示す。 

表 1.4.2  TWC による製品評価基準の開発 
 製品名 ステータス 備 考 
1 合成洗剤 認証済み “Pride”および“Surf”が認証済み

2 ティッシュ･ペーパー 認証済み  
3 電池 認証済み  
4 ポリエチレン･ポリプロピレ

ン容器･包装 
認証済み  

5 自動車エンジンオイル 認証済み  
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 製品名 ステータス 備 考 
6 バス輸送サービス  (利害関係の調整が困難) 
7 印刷･筆記用紙 認証済み  
8 ファースト･フード･レスト

ラン 
 (困難を伴っている) 

9 蛍光灯   
10 筆記用具 クレヨンの基準が

2006 年 7 月に認証 
 

11 消火器 2006 年 7 月に認証  
12 エアコン 一時休止  
13 ポートランド･セメント 2006 年 7 月に認証  
14 ペンキ 作成中  
15 デジタル･カメラ   
16 包装材プラスチック   

 

 

11..55  現現在在のの政政策策及及びび対対策策  

11..55..11  経経済済的的イインンセセンンテティィブブ    

RA9003 により、リサイクルを推進する地方公共団体、企業、また NGO を含む民間の活

動に対するインセンティブが規定されている。民間部門のリサイクルを促進するインセン

ティブには、(1) 免税や税額控除などの財政的インセンティブ、(2) 機材輸入時の手続き簡

素化などの非財政的インセンティブ、および (3) フィリピン開発銀行（DBP）やフィリピ

ン国土銀行（LBP）などの政府金融機関による財政援助プログラムが含まれる。表 1.5.1に

既存の経済的インセンティブを示す。 

表 1.5.1  RA9003 の施行のための既存の経済的インセンティブの概要 
 インセンティブ 責任を負う組織 

(1) 財政的イ

ンセン

ティブ 

♦ 所得税免除期間（Income Tax Holiday）
♦ 資本設備、予備部品、付属品の輸入品

に対する減税 
♦ 原材料及びその供給に係る税額控除 

BOI 

(2) 非財政的

インセン

ティブ 

♦ 通関手続きの簡素化 
♦ 委託設備使用制限の撤廃 
♦ 外国人労働者の雇用 

BOI 

♦ 環境への融資プログラム フィリピン開発銀行 (DBP) (3) 財政援助

プログラ

ム 
♦ 地方における貸付基金 フィリピン国土銀行 (LBP) 
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(1) 財政的インセンティブ 

1) 所得税免除期間（Income Tax Holiday: ITH） 

2006 年の投資優先計画（Investment Priority Plan: IPP）の下では、リサイクル施設は ITH

を享受できる。このインセンティブを受けられる施設は地域または国内から発生するリサ

イクル資源を少なくとも 50%使用し、半完成品または完成品を生産している施設である。

使用原材料の総量に対するリサイクル原料の割合が 50%以上の場合、リサイクル施設は以

下の二つのいずれかの条件に対応する ITH の利用を申請する資格を得る。 

a 国内市場を対象とした場合、ガイドラインの規定にある ITH の利用 

b 輸出向けのリサイクル製品である場合は、Export Commitment の規定にある ITH

の 100%の利用。ITH を享受するためには、企業は BOI で登録を済ませる必要が

ある。 

一方で、リサイクル原材料が使用原材料の 50%に満たないリサイクル施設は、使用され

たリサイクル原料の量に基づき、ITH の比率の控除が以下の方程式に基づいて算定されるこ

ととされている。 

ITH 控除比率（%） = LSRM/TRM × 100 

  LSRM: 地域のリサイクル原材料（locally sourced recyclable material） 

  TRM: 総原材料（total raw material） 

2) 資本設備、予備備品、及び付属品の輸入に対する関税減額 

BOI に登録された企業は資本設備、予備備品及び付属品の関税免除の権利を得る。 

3) 原材料及び供給品に対する税額控除 

BOI に登録された企業は、輸出製品及びその部品の原材料、供給品、半製品等の購入に際

して支払われた内国税（Internal revenue tax）及び輸入関税の還付を受けることができる。 

(2) 非財政的インセンティブ 

BOI に登録された会社は以下の非財政的インセンティブを受けることができる。 

♦ 登録日から 5 年間における監督業務、技術職、または顧問のポジションでの外国人

の雇用。 

♦ 機材、スペア･パーツ、原材料の輸入、及び加工製品輸出の際の通関手続き簡素化に

対する申請。 

♦ 登録日から 10 年間における、再輸出を条件とした委託機材の輸入。 
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(3) 財政援助プログラム 

1) 環境融資プログラム 

DBP の環境融資プログラムは、JBIC、世銀、ADB、KfW などの様々な援助機関の資金支

援を受け、環境プロジェクトを積極的に支援することを目的に設立された。環境融資プロ

グラムの下に、廃棄物の最小化とリサイクルのためのサブ・プログラムが設けられている。

JBIC はこの資金支援プロジェクトへの主要な出資機関となっている。融資プログラムの概

要を表 1.5.2に示す。 

表 1.5.2  DBP による廃棄物最小化とリサイクルのための環境融資プログラムの概要 
項目 概要 備考 

開始年 フェーズ I: 1996 – 2001 
フェーズ II: 2001 – 2006 

 

財源 JBIC 及び KfW JBIC はフェーズ I において 50
億円、フェーズ II において 200
億円を出資。 

有資格 ♦ 民間企業 
♦ 地方公共団体 
♦ 行政法人 

民間企業の株式資本の規模に制

限はない。 

条件 総費用の 80%が融資の対象となる 金利は出資機関（JBIC と KfW）

の定めた規定による。 
通常の銀行ローン

と比較しての優位

性 

♦ 長期ローン（12-15 年） 
♦ 固定金利 
♦ 長期の支払猶予期間（3-5 年） 

一般的な銀行貸付期間は金利が

四半期ごとに変動する 5-7 年の

ものであり、支払猶予期間は 3
年なのが通常である。 

リサイクルのため

に認証されたロー

ン 

フェーズ I: 使用済み油のリサイク

ル 
フェーズ II: PET to PET のリサイク

ル 

“廃棄物の最小化とリサイクル”
という項目で、2005 年には 7 つ

のプロジェクトが許可された。

 

フェーズ I では、廃油のリサイクル施設整備に対する融資が実行された。しかし、施設を

経済的に採算させる上で必要な廃油を国内調達のみでは賄うことができず、廃油の他国か

らの輸入が計画された。当時、使用済み油の輸入は RA6969 において有害廃棄物として分類

されていることから輸入は禁止されていたが、DENR-DAO28 によりタンカー・スラッジ以

外の廃油で PCB を含まない場合には、リサイクル目的での輸入が許可されることとなった。 

また、フェーズⅡでは、廃棄物の最小化とリサイクル･プロジェクトのために、JBIC によっ

て提供された 200 億円の資金は全て活用されたものの、リサイクルの側面を含むプロジェ

クトは 1 件のみであった。同プロジェクトは、民間の飲料会社によって提案されたもので

あり、その中には PET ボトルのリサイクル施設の設立が含まれていた。DBP スタッフによ

ると、飲料会社は未使用の PET ボトルを回収していたが、施設を経済的に運営するのに十

分な量を確保できなかった。そこで、学校を対象とした使用済み PET ボトル回収キャンペー

ンを実施し、回収量が目標に達した場合、テレビやコンピューター等の備品を提供すると

いう形でのインセンティブを提供した。 
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DBP は、フィリピンのリサイクル産業が生き延びるための鍵は、リサイクル施設の運営

に十分なリサイクル資源量の確保にあると理解しており、その点から、発生源でのリサイ

クル資源の適正な分別排出や、包装容器のデポジット･システム等リサイクル資源回収のた

めの社会インフラの構築が必要であると認識している。 

2) 地方貸付基金（Countryside Loan Fund: CLF） 

フィリピン国土銀行（LBP）の地方貸付基金（CLF）は、世界銀行の資金供与に基づいて

設立された中小企業向けの貸付基金である。リサイクル活動への投資は、CLF の貸付対象

事業である「環境保護プロジェクト（例：汚水処理設備、バイオガス回収など）」や、「雇

用や輸出を創出する生産活動」に含まれる。CLF の概要を以下の表に示す。 

表 1.5.3  LBP による CLF の概要 
項目 概要 備考 

開始年 フェーズ I: 1992 – 1996 
フェーズ II: 1996 – 1999 
フェーズ III: 1999 – 

 

財源 世界銀行  
有資格者 <取扱銀行> 

• 都市銀行 
• 地方銀行 
• その他の銀行系金融機関 
• 非銀行系金融機関 
<借入れ資格者> 
• 個人事業主（自営業者） 
• 共同事業主（合資/有限会社等） 
• 株式会社（70％以上のフィリピン

国内資本） 
• 協同組合/協会 

• 借入れ資格は、資本が 100
万ペソ以下の中小企業に限
られる。 

• セブ及びマニラ首都圏にお
いては、農業及び農業関連事
業に限られる。 

• 2005 年現在、38 銀行が取扱
銀行となっている（都市銀行
15、地方銀行 9、その他の銀
行系金融機関 9、品銀行系金
融機関 5）。 

条件 最大で総事業費の 75%までを融資   
通常の銀行ローンと
比べての優位性 

• 長期融資（12-15 年） 
• 固定利率 

• 支払い猶予期間は 2 年間 

リサイクルのために
認証されたローン 

• タルラックにおける養豚場からの
バイオガス回収事業 

• 廃ココナッツからの手工芸品製造
事業 

• ラグナのボトル製造工場における
ガラス・カレット・リサイクル事
業 

• パンパンガの砂糖工場におけるバ
ガス発電事業 

 

 

現在まで、CLF の下で、2,333 のプロジェクトに対して 255 億 6,000 万ペソの資金が拠出

されている。 
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11..66  そそのの他他関関係係主主体体にによよるるリリササイイククルル･･イイニニシシアアテティィブブ  

11..66..11  ママニニララ首首都都圏圏  

マニラ首都圏の LGUs における 2001 年の SWM 関連財務状況の概要を表 1.6.1に示す。一

人当たり SWM コストが 64 ペソ～1,164 ペソまで幅広くなっているが、これは各 LGU の

SWM 運営体制の違いに起因していると推定される。 
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図 1.6.1  マニラ首都圏の LGUs における SMW 費用  
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図 1.6.2  マニラ首都圏の LGUs における一人当たりの SMW 費用 
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図 1.6.3  人口と一人当たり SWM 費用の関係 
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前頁の表における固形廃棄物量は次の計算式で求められている。 

単位あたり発生量 ＝ 0.58kg/人/日 × 人口 × 稼働日 

また、廃棄物料金は商業施設及び工場からの収入である。一般家庭から廃棄物処理料金

を徴収している自治体は僅かであるため、廃棄物料金の中に一般家庭からの料金収入は含

まれていない。 

現在の各自治体の廃棄物収集と処分のシステムを次の表に示す。2001 年では、17 自治体

のうち 12 自治体が SWM を民間に委託していた。また、Quezon 市では 5 つの民間企業に

SWM を委託していたが、その委託費用の合計は市の SWM 予算の 95%にも及んでいる。民

間への委託費用が、自治体の SWM 支出額に多大な影響を及ぼしていると言える 

表 1.6.2  マニラ首都圏の自治体における固形廃棄物収集及び処分システム 

 収集システム カバー率 
(%) 独自の処分場 処分場の場所 

Makati 委託 80 No Rodriguez 
Pasay 委託  No Rodriguez 
San Juan 委託 90 No Rodriguez 
Quezon City 委託  Yes Payatas 
Caloocan 委託  No Rodriguez, Sta Maria 
Paranaque 委託  No San Pedro, Laguna 
Manila 委託 100 No Rodriguez 
Mandaluyong 委託 95 No Rodriguez 
Pasig 委託 100 No Rodriguez, Taytay, Payatas 
Muntinlupa 委託 85 No Rodriguez, San Pedro 
Tagig 委託  No Rodriguez 
Navotas 委託 95 No Tanza, Navotas 
Las Pinas 直営  No Pulang Lupa 
Marikina 直営  Yes Dona Petra, Rodriguez 
Valenzuela 直営  80 Yes  Lingunan 
Malabon 直営  Yes  Calmon 
Pateros 委託 / MMDA  No Rodriguez 

注: Rodriguez and Tanza 処分場は MMDA の所有･運営 

出典: メトロ･マニラ固形廃棄物管理プロジェクト(DENR, ADB 2003 年 9 月) 

 

11..66..22  MMaarriikkiinnaa  CCiittyy  

Marikina City はマニラ首都圏の東に位置する人口 45 万人の都市であり、一日あたり 250

トンの都市廃棄物が発生している。市当局は、マニラ首都圏では初めて家庭での廃棄物の

分別収集を始め、また、固形廃棄物の収集を直接行っている。具体的には、生物分解性廃

棄物及び非生物分解性廃棄物を色の異なるリボンを目印にして拠点収集で実施している。

廃棄物の分別収集に関する市の方針は「分別なし、収集なし（“No Segregation, No 

Collection”）」である。生分解性廃棄物の占める割合は約 45%で、非生分解性廃棄物は、市

当局が運営している MRF に送られ、リサイクル業者に最終的に渡るメカニズムが構築され

ており、現在のリサイクル率はおよそ 30%と推定されている。Marikina City が実施する廃棄
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物管理プログラムは、以下のような内容から構成されている。 

• MRF の運営と非生物分解性廃棄物からリサイクル資源の分別 

• エコ節約プログラム（学校で実施されるリサイクル･プログラム） 

• 廃タイヤの分別とセメント･キルンにおける代替燃料としての利用 

• ヤシ殻廃棄物及び庭ごみの分別と製糸工場における代替燃料としての利用 

• 建設廃棄物の埋戻し材としての再利用 

• バイ・バック・センターの運営 

2005 年における Marikina City の総予算はおよそ 11 億ペソであり、うち、廃棄物管理に関

する予算は 8,200 万ペソであった。また、道路清掃や衛生教育を含む収集費用は 8,000 万ペ

ソであった。処分費用はおよそ 3,200 万ペソである。一人当たり SWM 費用を見ると、ADB

による調査のデータ(134 ペソ)と同等であり 120 ペソであった。また、企業および家庭から

の収入は、それぞれ 1,288 万 7,000 ペソ及び 963 万 7,000 ペソで、総収入は 2,381 万 5,000 ペ

ソとなっている。2005 年ベースでの実際の廃棄物管理支出に対する収入の比率は、約 32％

である。 

表 1.6.3  Marikina City における廃棄物管理予算の推移（2000-2006 年） 
（単位：1,000 PhP） 

年 予算 支出 
2000 66,175 59,668
2001 71,248 52,804
2002 47,030 48,875
2003 57,609 53,789
2004 70,890 60,693
2005 82,029 75,238

出典：Marikina City  

表 1.6.4  Marikina City における廃棄物管理に関する収益内訳 
（単位：1,000 PhP） 

年 2004 2005 
廃棄物管理料金  
  商業施設 13,170 12,887 
  住宅 11,794 9,637 
MRF 運営からの収益 900 900 
特別収集（Special Trips） 88 182 
罰金 68 209 

合計 26,012 23,815 

          出典：Marikina City     

 

11..66..33  QQuueezzoonn  CCiittyy  

Quezon City の人口はおよそ 230 万人で、マニラ首都圏における最大の自治体である。バ

ランガイの数は 142 である。また、Quezon City では日量 1,500 トンの固形廃棄物が発生し、
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自前の処分場（payatas 処分場）で処理している。廃棄物管理サービスは 5 つの民間企業に

委託して実施されている。 

Quezon City における廃棄物管理を主管している環境保護･廃棄管理部の 2006 年度の予算

を、表 1.6.5に示す。2006 年度の総費用は 8 億 8,000 万ペソである。収集処理に関する委託

費用が全体の 95.2％を占め、ブルドーザーやトラックなどの重機の維持管理費は 4%の 3,560

万ペソである。一人当たり SWM コストは 385 ペソとなっている。 

Quezon City では一般家庭からの廃棄物料金を徴収しておらず、事業所からのみの料金徴

収を行っている。事業所からの料金徴収額は年間約 5,000 万ペソで、Quezon City の環境保

護・廃棄物管理関連支出の 5％程度をカバーしているに過ぎない。 

表 1.6.5  2006 年における Quezon City 環境保護廃棄物管理部の予算 

項目 予算 
 (1,000 PhP) 割合 備考 

1. 運営費 (A+B) 879,864 99.9  
  A. 人件費 5,464 0.6  
   基本給 3,928 0.5  
   その他給与 1,536 0.1 ボーナス等 

B. 維持費その他支出 874,400 99.3  
   製品･材料 750 0.1  
   通信費 50   
   委託費 838,000 95.2 ごみ収集･処分費等 
   維持･修繕費 35,600 4.0 車両メンテナンス費用等 
2. 土地、プラント、各種機器 650 0.1 投資コスト 

合計 (1+2) 880,514 100.0  

出典：Quezon City 

 

11..66..44  関関連連技技術術のの研研究究開開発発  

(1) PET － PET リサイクル 

San Miguel Corporation の子会社 San Miguel Packaging Specialist 社はフィリピン国におけ

る PET ボトル製造の大手のひとつであるが、Panpanga 州の San Fernado プラントなど 3 プラ

ントで年間 5 億ボトルの PET ボトルの生産を行っている。San Miguel Packaging Specialist 社

では、San Fernado Brewery complex 内に PET - to - PET リサイクル･プラントを建設中で、

2006 年 12 月にプラント･スタート予定となっているが、2008 年現在でもフル稼働されてお

らず、未だ試験段階である。プラントの能力は、1st ステージが 500kg／時（3,840 トン／年）、

2nd ステージが 1,000kg／時（7,640 トン／年）と計画されている。リサイクル PET の原料

使用目標は 30％とのことである。プロセス技術は、米国の United Re Source Recovery 

Corporation 社から導入している。 

San Miguel Packaging Specialist 社では、プロジェクトのメリットとして、以下の事項を想

定している。 
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表 1.6.6  想定される PET-to-PET リサイクルのメリット 
裨益者 メリット 

♦ 原料樹脂輸入費用削減：10 年間で 9 百万 US$の節約 
♦ 原料樹脂購入費用削減：10 年間で 5 億 PhP の節約 

San Miguel Packaging 
Specialist 社 

♦ 400 人の新規雇用の創出 
♦ 都市ごみ収集費用の削減 地方自治体（LGU） 
♦ 最終処分場の埋め立て量の削減 

 

プロジェクトの初期投資コストは、約 5 億ペソで、BOI のインセンティブ及び DBP の低

利融資等を活用して資金調達を行っている。同社では、操業ノウハウを蓄積し、将来的に

は、アセアン諸国へのプラント輸出も考えている。 

San Miguel Packaging Specialist 社からプロセスの説明は無かったが、United Re Source 

Recovery Corporation のプロセスは超洗浄リサイクル法（単層品）と呼ばれるプロセスで以

下の様な特徴を持っている。 

• 超洗浄リサイクル法（単層品）：この方法では、異物等不純物、揮発成分の除去を行

い、分子量の維持回復（固層重合）が行われる。 

フレーク粉砕 
PET 選別 

 フレーク洗浄 
表面研磨 

 多段押出  固層重合  再生 PET 品

 不純物除去 不純物除去 
揮発分除去 

分子量向上 
揮発分除去 

  

図 1.6.4  PET to PET リサイクル 超洗浄リサイクル法 
 

United Re Source Recovery Corporation は 1996 年から使用済み PET ボトルを飲料用 PET ボ

トルに再資源化する技術開発を行った（UnPET Technology）。アメリカの場合、食品に接触

して使用するには、食品医療局（Food and Drug Administration: FDA）から NOL（No Objection 

Letter: NOL）を取得する必要があるが、UnPET Technology は 2002 年 2 月に FDA から NOL

を取得している。UnPET Technology で再生される再生 PET 樹脂を活用することにより、バー

ジンの PET 樹脂を使用する場合と比較して、20～30%コストが削減されると言われている。 

(2) 技術開発 

科学技術省（Department of Science and Technology: DOST）工業技術開発研究所（Industrial 

Technology Development Institute: ITDI）では、廃棄物のリサイクル促進に関する技術開発を

行っている。 

1) アルミ箔ラミネート包装容器（composite）の再資源化 

Doypack ジュースのアルミ箔ラミネート包装容器は 4 層になっている（第 1 層が透明 PET

フィルム、第 2 層は商品名などが印刷された LDPE フィルム、第 3 層はアルミ箔、第 4 層

は透明 PET フィルムで、重量比率は 89%がプラスチック、11%がアルミ箔）。この廃棄物は

プラスチック類、アルミ箔などの分別、再資源化が難しい。KILUS Foundation（Kabalihan Iisa 
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ang Layunin Umunlad ang Sambyan）などの NGO では、これら廃棄された Doypack のジュー

スパックを集め、洗浄、乾燥し、縫製してサンダル、ショッピングバッグ等を作り販売し

ている。 

一方 ITDI では、Nestle Philippines の協力を得て、アルミ箔ラミネート包装容器廃棄物（コー

ヒーパック、クリームなどの袋等で 5 トン／月の廃棄物が発生）のリサイクル技術開発を

行っている。この技術では、アルミ箔ラミネート包装容器廃棄物は粉砕され、PE を混合、

鋳込まれ、バケツ等のプラスチック製品に成型される。破砕機の能力は 40～50kg／時で、

当該技術はまだ開発段階にあるが、ITDI では、本プロセスの商業化に関心を持っている。 

2006/9/23 NSWMC 5

PRODUCTS

TECHNOLOGIES THAT PROCESS
RECYCLABLE WASTE

 

図 1.6.5  アルミ箔ラミネート包装容器の再利用 
 

2) スタイロフォーム廃棄物の再資源化 

ITDI では、食品トレイなどのスタイロフォーム廃棄物を細断し、これに廃食用油、固形

材（セメント系）を混練し、軽量ブロック、タイル、レンガ、ボードなどの建築資材を作

る技術開発を行った。現在 2 つの LGU で、本機器を設置し、使用している。 

表 1.6.7  軽量ブロック製造のコスト 
処理能力 4.9 トン/日
投資コスト 107,086 PhP
製造コスト 9.57 PhP/kg
製品の販売希望価格 15.0 PhP/kg

 

3) その他 

Palingenesis 社（本社、Muntinlupa 市）では、廃棄物を利用して、建設資材を生産する技

術を開発・導入している。この技術では、生物分解性廃棄物（いわゆる生ごみ）を除去し

た都市ごみを粉砕し、砂、セメント、石灰等と混合することにより、軽量ブロック、パネ

ル、排水溝などの建設資材を作るプラントを開発、販売している。ITDI の情報では、フィ

リピンでは、まだ実際のプラントはないが、海外（ロシア）でプラント建設が進んでいる
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とのことである。また、スイスに本拠を置く国際的なセメント大手 HOLCIM 社の Bulacan

のプラントでは、産業系廃棄物などを受け入れ、セメント製造の原料代替、キルンの燃料

代替を始めているとのことである。 

11..66..55  民民間間セセククタターー及及びび自自治治体体（（産産業業界界、、NNGGOOss、、LLGGUU））  

(1) The Philippine Business for the Environment (PBE) 

PBE は 1992 年にフィリピン産業界の環境問題への対応を支援する目的で設立された

NGO で、以下の様な活動を行っている。 

• 情報支援、この活動として Business and Environment 誌を年 4 回発行している 

• 環境に関する意識啓発及び教育活動 

• クリーナー･プロダクション／環境技術の促進 

• 関係主体との連携の構築 

1) リサイクル資源収集イベント（Recyclable Collection Event：RCE） 

近年、LGU、企業、個人などが行う資源ごみの集団回収、販売するイベント（Recyclable 

Collection Event：RCE）が増加してきている。4 月の Earth day の時期には、各地で RCE が

行われており、これらの中には LGU が主催し、NGO や企業（Ayala Foundation、Toyota Motors 

Philippine、ABS-CBN Broadcasting など）が協賛しているものが多いが、PBE はマニラ首都

圏や Calabalzon の LGU が主催するこれら RCE のコーディネーションを行っている。これ

らの RCE では、協力する資源ごみのリサイクラー、エンドユーザーなどがブースを作り、

主に個人、商店、町工場などから持ち込まれた資源ごみを購入したり、無料で引き取った

りしている。 

PBE の Business and Environment 誌（Second quarter 2006）には RCE に関する記事が載っ

ているが、これによると、2006 年度は企業の参加が得られ成功したイベントが多いとのこ

とで、2002～2006 年の間に PBE がコーディネーションなどで参加した RCE で回収された

資源ごみの量は以下の通りである。PBE によれば、ジャンク･ショップなどが引き取らない

使えなくなったモノクロ TV や携帯電話なども、無料で引き取る旨の宣伝を行っているが、

携帯電話はほとんど回収されないとの事である。 

表 1.6.8  RCE で回収された資源ごみの量及び金額 

資源ごみ 単位
2002-2005 年

の回収量 
2006 年の 
回収量 合計 

古紙 Kg 58,661 25,378.3 84,039.3 
カー･バッテリー pcs 10,119 410 10,529 
電子機器（PC） pcs 3,426 824.2 4,250.2 
アルミ缶 Kg 919 169 1,088 
PET ボトル Kg 1,520.5 1,123.2 2,643.7 
PET 以外の廃プラスチック Kg 560 773.5 1333.5 
トナー/インクカートリッジ pcs 1,593 1,426 3,019 
タイヤ pcs 543 93 636 
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資源ごみ 単位
2002-2005 年

の回収量 
2006 年の 
回収量 合計 

ガラス瓶 Kg 173.5 588 761.5 
鉄スクラップ Kg 108 ‐ 108 
合金 Kg 2 ‐ 2 
塗料缶（ブリキ） Pcs 90 ‐ 90 
食品缶（ブリキ） Kg  256.4 256.4 
スクラップ･メタル Kg  612.5 612.5 
合計金額 PhP 1,434,778 386,909 1,821,687 

出典：Business and Environment, Second quarter 2006 

2) 産業廃棄物交換プログラム（Industrial Waste Exchange Program） 

PBE が実施している産業廃棄物交換プログラム（Industrial Waste Exchange Program: IWEP）

は 1987 年 DENR が開始し、その後運営主体が PBE に移管された。プログラムに参加を希

望する廃棄物の排出事業者及びその購入希望者は、PBE に対して以下の内容から構成され

る登録を行うことにより、このプログラムに参加することができる。 

連絡情報（企業名、住所など） 

• 廃棄物の種類（酸・アルカリ、金属、スラッジ、古紙・木材、溶剤、その他有機

化学物質など） 

• 廃棄物の量、物理的状態（液状、スラリー、固形など） 

• 廃棄物発生のプロセス 

廃棄物の排出事業者及び購入希望者は、PBE の発行する Business and Environment を通じ

て、情報を公開する。交換を希望する企業から PBE に照会が来れば、PBE でデータ･ベース

をチェックし、候補企業などと連絡し、その後は当事者同士で交換を進める仕組みである。

現在登録している企業は 130 社、廃棄物の数は 1,000 項目以上とのことである。事業者が排

出している廃棄物の種類が購入希望者の希望している資源と一致する場合も少なからず存

在するものの、量や質、価格、さらには輸送費の負担等の問題から、実際には廃棄物交換

の契約に達しないケースもかなり存在するというのが実情である。 

11..66..66  MMeettrroo  MMaanniillaa  FFeeddeerraattiioonn  ooff  EEnnvviirroonnmmeenntt  MMuullttii--PPuurrppoossee  CCooooppeerraattiivvee  
（（MMMMFFEEMMPPCC,,  LLIINNIISS--  GGAANNDDAA））  

通称 LINIS-GANDA はマニラ首都圏のジャンク･ショップを組織化した団体（共同組合）

であり、Quezon City から始まり、現在マニラ首都圏の 17 自治体に支部を持ち、カビテ

（Cavite）州、ダバオ（Davao）州にも組織を拡大している。現在約 500 のジャンク･ショッ

プがメンバーであり、売り上げは年間約 3 億ペソと報じられている1。 

次の図に、LINIS-GANDA 傘下の 1 次回収者からジャンク･ショップ、ディーラー、エン

                                                        
1 Business and Environment (Fourth Quarter 2004) 
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ド･ユーザーまでの資源ごみ回収の流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6.6  LINIS－GANDA による資源ごみ回収の流れ 
 

まず、Eco-aide と呼ばれる 1 次回収者が、家庭や商店、商業施設などからが資源ごみを購

入する。Eco-aide には、ジャンク･ショップからこれらの資源を購入するための資金が貸し

出される。こうして購入した資源を Eco-aide は、ジャンク･ショップに運搬することとなる。

Eco-aide は現在約 1,200 人おり、1 日の労働で 200-300PhP 程度の稼ぎになるとの事である。 

一方、ジャンク･ショップでは、資源ごみを種類毎に保管し、一定量に達したところで

ディーラーに販売する。ジャンク･ショップは小さなジャンク･ショップ、大きなジャンク・

ショップなど 2 階層程度あり、小さなジャンク･ショップから大きなジャンク･ショップへ

の資源ごみの販売等、ジャンク･ショップ間の取引も行われている。 

ディーラーは、色々な資源ごみを取り扱うディーラー、主に古紙を扱う業者、廃プラス

チックを扱う業者、金属スクラップを扱う業者などに分かれており、小さなディーラー、

大きなディーラーと 2 層程度に分かれている。ディーラーはそれぞれの資源ごみを使用す

るエンド･ユーザー、リサイクラーに販売する。また、量は多くないが、ジャンク･ショッ

プから直接エンド･ユーザー（古紙を Paper mill に販売するケースなど）に資源が販売され

るケースもある。 

LINIS-GANDA 傘下のジャンク･ショップは、1 次回収者が家庭などから購入する場合の

購入価格を標準化している。ただし ADB 報告書によると、LINIS-GANDA ほど大規模には

組織されていないが、他のジャンク･ショップの組織も存在しており（例えば、Makati City

には K-JOM、Quezon City には PLJA など）、これら組織では、競争から購入価格が幾分高く

なっている。LINIS-GANDA では、月に 2 回、メンバーのジャンク･ショップ代表者、各 LGU

の代表者などからなる会合を開き、活動に関する事柄、購入価格などを協議している。一

方、ジャンク･ショップがディーラーやエンド･ユーザーに販売する価格は、市況、ディー

Eco-aide 

ｴﾝﾄﾞ･ﾕｰｻﾞｰ

家庭 事業所･商業施設 

ｼﾞｬﾝｸ･ｼｮｯﾌﾟ

取引業者 

その他 
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ラーとの関係などに応じてジャンク･ショップが決定している。 

LINIS－GANDA は共同組合であり、資金は、フィリピン国土銀行の Country Development 

Fund などからの借り入れ及びメンバー・ジャンク・ショップからのローンの返済などでま

かなわれている。 

ジャンク･ショップが LINIS－GANDA のメンバーになるには、小額（100 ペソ）の会費を

支払う。現在の Federation（LINIS－GANDA）の資本金は 600 万ペソであるが、50,000 ペソ

の運転融資を受けるには Federation（LINIS－GANDA）の株 15,000 ペソを購入する必要があ

り、100,000 ペソの融資の場合は、30,000 ペソの株の購入が必要である。 

次の表に、LINIS-GANDA による 2005 年のマニラ首都圏の資源ごみ購入量を示す。2005

年に合計約 22 万トンの資源ごみを回収したが、重量では、古紙、ダンボール類が 58.5%を

占め、びん類（割れたびんを含む）が 7.8%、廃プラスチックが 11.8.%、金属スクラップが

22.0%となっている。 

表 1.6.9  LINIS-GANDA による 2005 年のマニラ首都圏の資源ごみ購入量 

資源ごみ 購入量

（MT） 
比率

（％）

価格 
（PhP/kg）

購入量 
（PhP） 

比率

（%）

古新聞 35,868.19 16.3 2.0 71,736,380 25.5
廃紙 34,273.44 15.6 0.5 17,136,720 6.1
板紙 58,622.31 26.6 1.0 58,622,310 20.9
瓶類 17,259.39 7.8 0.5 8,629,656 3.1
プラスチック類 25,921.12 11.8 2.0 51,842,240 18.4
金属スクラップ(缶類) 48,585.29 22.0 1.5 72,877,935 25.9

合計 220,529.74 100.0 280,845,280 

出典：MMDA 

 

11..66..77  ZZeerroo  WWaassttee  RReeccyycclliinngg  MMoovveemmeenntt（（ZZWWRRMM））  

Zero Waste Recycling Movement（ZWRM）は、後に生態的固形廃棄物管理法に示されるこ

とになるコンセプトに基づく活動を古くより行っている NGO で、現在天然資源環境省との

覚書に基づき固形廃棄物管理に関する研修、意識啓発、コンサルティングなどを実施して

いる。生態的固形廃棄物管理法に基づいて、Quezon City に国家エコロジー・センター

（National Ecology Center: NEC）が設置されたが、ZWRM の研修施設はこの NEC 内にある。

研修コースとしては、生態的固形廃棄物管理基礎コース、MRF 建設コース、最終処分オプ

ションなどがある。研修者は、LGU 職員、バランガイ住民、学生、リサイクラーなどであ

る。都市ごみのほか、医療廃棄物、産業廃棄物のコンサルティングも行い、セブ、ミンダ

ナオでは現地の NGO と協力し、廃棄物交換プラグラムを運営している。 

11..66..88  二二国国間間//多多国国間間援援助助機機関関にによよるる支支援援  

近年、二国間/多国間援助機関が実施した廃棄物リサイクルに関する主なプロジェクトを

次頁の表に示す。 
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